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 地震時における地震エネルギーの吸収と構造物の減衰付加とを目的として，ブレース材は建築分野で幅

広く用いられ，近年では土木構造物への適用も見られる．ここで，鋼製橋脚に代表される薄肉箱形断面部

材は，過大な地震力を受け構成補剛板パネル全体の座屈変形が発生すると，急激に耐荷力を失い変形性能

がなくなることが指摘されている．本研究では，薄肉補剛箱形断面部材の補剛板パネル全体の座屈変形を

防止する簡易な方法として，縦補剛材を利用して箱形断面の内側に座屈拘束ストラットを設置し，対面の

補剛板パネルを繋ぐ方法を提案している．この補剛箱形断面部材を対象とした座屈拘束ストラットの設置

効果を弾塑性有限変位解析および載荷実験を実施し明らかにしている． 
 

     Key Words : buckling restrained struts, stiffened plate, buckling,  
elasto-plastic finite displacement analysis, loading test 

 
 
 

１．はじめに 
 
 兵庫県南部地震以降，補剛板構造からなる箱形断面鋼

製橋脚の強地震に対する耐震性に関する研究が進められ，

十分な変形性能を確保するためには，以下の 2つの方法
が薦められている．すなわち，ダイアフラムを設置して

確実に密閉できる状態でコンクリートを充填する方法，

およびコンクリートの充填が強度上昇等の関係で不適切

な場合には，従来に比べ板厚の厚い鋼板と剛性の大きい

補剛材とを使用し補剛板の弾性座屈強度を高める方法で

ある 1)-5)．後者の場合で，既設鋼製橋脚の柱部材に対す

る耐震補強には，補剛板パネル全体が座屈する耐震上不

利な座屈モードを，縦補剛材位置が節となるモードへと

改善するため，縦補剛材を補剛，あるいは横補剛材やダ

イアフラムを追加・設置する方法が採用されてきた． 

一方，建築分野では，強地震による構造物の大きな損

傷を防止し変形性能を向上させるべく，ブレース材がラ

ーメン構造の高層ビルなどに幅広く用いられている 6)，7)．

このようなブレース材の土木構造物への適用も始まって

いる 8)．  

このような状況のもと，本研究では，補剛箱形断面部

材の内側に，縦補剛材を追加・設置したり，ダイアフラ

ムを密に配置するよりも容易に補剛板パネル全体の座屈

変形の発生を防止できる方法として，縦補剛材を利用し

て座屈拘束ストラットを箱断面内側に設置し，対面の補

剛板パネルを繋ぐ方法を考案している．この方法のメリ

ットは，補剛板パネル全体の座屈変形の発生を防止でき

ること，鋼断面を鋼部材のみで補強できること，コンク

リートを充填する場合よりも補強に伴う柱基部への作用

力の上昇を抑制できること，が挙げられる．また，鋼製

柱部材の内側にストラットを設置する方法は，無補剛の

箱形断面柱部材を対象とした研究 9)，10)は見られるが，補

剛板構造を対象とした研究はほとんど実施されていない． 

文献 11）では，フランジ・プレートに 1本の縦補剛
材を有する補剛箱形断面部材を対象として，座屈拘束ス

トラットを設置する有用性を数値解析により検討してい
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る． 

その結果，座屈拘束ストラットの設置が，繰返し荷重

が作用する場合にも柱部材の変形性能の向上に有効であ

り，初期曲げ剛性に及ぼす影響は小さく，ダイアフラム

を設置する場合と同様な設置効果が得られることを明ら

かにしている． 
そこで，本研究では，まず，複数の縦補剛材を有する

補剛箱形断面に対する座屈拘束ストラットの設置効果に

関する基礎的な資料を得るため数値解析を実施する．ま

た，数値解析の結果を参考にして，座屈拘束ストラット

自体が変形しないような座屈拘束ストラットの断面を決

定し載荷実験に用いる．つぎに，解析モデルでは再現で

きない挙動を曲げ載荷実験および繰返し載荷実験により

検討し，座屈拘束ストラットの有用性を明らかにしてい

る． 

 

 

２．解析による座屈拘束ストラットの設置効果に

関する検討 

 
(1) 解析モデルおよび解析条件 

解析モデルは，過去に実施した載荷実験 12)を参考に，

幅 392 mmのフランジ・プレートに 3本，幅 280 mmの
ウェブ・プレートに 2本の縦補剛材を有する補剛断面を
有し，柱高さ Lが 1,600 mmで，ダイアフラムが基部か
ら 320 mm（L/5の高さ）に設置されている柱部材を対象
とする．ただし，実験供試体基部に充填された中埋めコ

ンクリートは，モデル化していない． 
解析モデルの断面を図-1 に示す．要素分割は，基部

付近では，座屈変形を精度よくシミュレートできるよう

に縦補剛材間を 8分割（高さ 0～2L/5の間），上部では
縦補剛材間を 4 分割している．また，縦補剛材には，
梁-柱要素を用い，それ以外はすべて 3節点 3角形板要
素を用いている． 
初期不整には，文献 13)を参考にして，初期たわみお
よび残留応力を考慮した．初期たわみには，図-3 に示

すように，縦補剛材間の板パネルの初期たわみ（式(1)
参照），補剛板パネル全体の初期たわみ（式(2)参照），
および柱全体としての初期たわみ（式(3)参照）とを考
慮し，それらを足し合わせた初期たわみ波形を考慮した．

また，残留応力の分布形状は，図-4 に示すとおりとし

た． 
a．補剛板パネル全体の初期たわみ波形 
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ここに，a：ダイアフラム間隔，B：補剛板の幅，n：縦
補剛材に囲まれる板パネルの数，L：橋脚高さ 
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(a) 補剛断面        (b) 柱全体 

図-3 解析に用いた初期たわみの形状 
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(a) 板パネル   (b) 縦補剛材 

図-4 解析に用いた残留応力の分布形状 
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(a)ストラット設置前  (b)ストラット設置後 

図-1 座屈拘束ストラットの設置（寸法単位：mm） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-2 基部ダイアフラム間のストラットの配置パターン 

 

(d) h3b3 (b) h2b3 (c) h21b3 

(d) h3b3 (e) h32b3 (f) h31b3 
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座屈拘束ストラットは，図-1(b)に示すように，両フ

ランジ・プレートの縦補剛材間を繋ぐように設置し，

図-2 に示すように，基部ダイアフラム間を 2～4分割し
て配置する 6つの解析モデルを設定した．解析モデルの
内訳を表-1 に示す．なお，座屈拘束ストラットの断面

は，文献 11)で得た知見に基づいて，座屈拘束ストラッ
ト自体が座屈しないように，板幅 20 mm×板厚 tはフラ
ンジ・プレートの板厚の 3倍の平鋼とした．また，座屈
拘束ストラットは，縦補剛材の座屈変形を拘束できるよ

うに，縦補剛材と十字をなす方向に設置する． 
なお，解析は，鉛直方向に上部構造の死荷重を想定し

て，鋼断面の全塑性軸方向力の 11%を導入した状態で，
基部を完全固定とした柱の頂部に一方向水平変位を漸増

させる．解析には，解析プログラムUSSP14)を用いた． 
 

(2) 解析結果 

a) 水平荷重-水平変位関係 

図-5 には，柱頂部における水平荷重-水平変位関係を
示す．縦軸は水平荷重 Hを降伏水平荷重 HYで，横軸は

水平変位δを降伏水平変位δYで除して無次元化してい

る．図-5 より，箱断面内側へのストラットを設置する

と，柱部材の耐荷力，および曲げ剛性の向上にはほとん

ど影響を及ぼさず，終局荷重以降の強度低下が緩和され

ていることが確認出来る． 
解析モデル h32b3と h3b3，および h21b3と h2b3を比較
すると，水平荷重-水平変位関係にあまり差異が認めら
ない．すなわち，文献 11)で得られた結果と同様に，曲
げモーメント勾配の影響により，基部に近い板パネルに

座屈変形が発生するため，高さ方向にストラットを複数

層設置する効果は少ないと考えられる． 
 
b) 変形状況 

図-6 には，終局水平荷重以降で荷重が終局時から

95 %まで低下したときの水平変位δ95の時における断面

の変形状況を示す．変位倍率は 3倍である．同図より，
ストラットの設置パターンにより発生する座屈変形モー

ドが異なることが確認できる．座屈拘束ストラットを設

置していない解析モデル normal では，補剛板全体が座
屈変形している．一方，座屈拘束ストラットを設置した

解析モデル h2b3では基部近傍，h32b3では基部近傍で 2
層目まで，板パネルの局部座屈のみが発生し，補剛板全

体の座屈変形は発生していない．  
 
以上から，座屈拘束ストラットを，今回設定した 6つ
の解析モデルの中では，例えば解析モデル h2b3 のよう
に適切に設置すると，終局状態においても補剛板パネル

全体の座屈変形は発生せず，縦補剛材間の板パネルの座

屈変形のみに限定できる．また，ストラットの設置が，

柱部材の耐荷力，および曲げ剛性に及ぼす影響はほとん

ど認められない．  
そこで，以下では，前述の解析モデルでは再現できな

い挙動を検討するため，縦補剛材を有する梁，および柱

部材を対象として，曲げ載荷実験，および繰返し載荷実

験により，座屈拘束ストラットの設置効果を検討する． 
 
 

表-1 解析モデルの内訳 

座屈拘束ストラットによるダイアフラム間の分割数 

2分割 3分割 4分割   

  全体 基部のみ 全体 基部から 2箇所 基部のみ 

解析モデル名 h1b3 h2b3 h21b3 h3b3 h32b3 h31b3 

ストラットの本数 3 6 3 9 6 3 
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図-5 水平荷重-水平変位関係（一方向載荷） 

  

(a) 解析モデル normal              (b) 解析モデル h2b3 

 

(c) 解析モデル h32b3  

図-6 変形状況（δ95の時，変形倍率 3倍） 
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３．実験供試体の製作材料 

 

(1) 鋼材の機械的性質 

 実験供試体の製作には，実構造物に用いる厚板鋼板と

同様に，明確な降伏棚を有する鋼材を用いて，実験供試

体を製作するため，公称板厚 6 mmの降伏棚を有する厚
板鋼板（SM400材），および 6 mm鋼板から切削加工を
施した板厚 3.2 mmの鋼板を用いた．各実験供試体の製
作に用いた鋼材の機械的性質を調べるために，各使用鋼

板から引張試験片（JIS規格の 5号試験片）をロール方
向に 3本ずつ切り出し，引張試験を実施した．  
 表-2 には，引張試験から得られた鋼材の機械的性質

（平均値）を示す．図-7 には，引張試験結果より得ら

れた応力-ひずみ関係の一例を示す．なお，図中の No.1
は漸増繰返し水平変位載荷実験 12)，No.2は後述する曲げ
載荷実験，No.3 は後述する漸増繰返し水平変位載荷実
験，そして，No.4 は漸増繰返し水平変位載荷実験に用
いた実験供試体の箱断面内側に設けたストラット（φ

=22mm の丸鋼）の製作に使用した鋼材であることを示
す． 
 
(2) コンクリートの材料試験 

繰返し載荷実験に用いた実験供試体にはコンクリート

を充填した．コンクリートには，早強コンクリートを用

い，圧縮強度 σckおよびスランプは，それぞれ 18N/mm2

および 15 cmを目標とした．コンクリート強度の時間的
な推移を調べるために，標準である打設後 7 日目，28
日目，および各実験供試体の載荷日に，圧縮強度試験お

よび引張強度試験を行った． 
表-3には，コンクリートの材料試験結果を示す．材

料試験結果は，各材令における 3体の試験結果から得ら
れた諸数値を平均したものである．各載荷実験の実施日

には，実験供試体に用いたコンクリートの圧縮強度は，

目標とした圧縮強度を上回っていることを確認した． 
 
 
４．実験供試体の概要 

 
曲げ載荷実験および繰り返し載荷実験に用いる実験供

試体は，箱形断面部材の耐荷力に著しい影響を与えると

考えられる以下の座屈パラメータ，縦補剛材間の板パネ

ルの幅厚比パラメータ RR，補剛板パネル全体の幅厚比

パラメータ RF，縦補剛材の板としての幅厚比パラメー

タRS ，および縦補剛材剛比 γs/γs
*を考慮して設計した．  

表-4 には，各実験供試体の座屈パラメータの値をま

とめて示す．同表に示すように，無補剛断面モデルでは

幅厚比パラメータ RRが 0.65，補剛断面モデルでは板パ

ネルの幅厚比パラメータ RR，および補剛板パネル全体

の幅厚比パラメータ R Fが約 0.6，縦補剛材剛比パラメー
タ γ/γ*が 1.1であり，文献 15）にしたがうと変形性能が
不足している断面である． 
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図-7 応力-ひずみ関係の一例 

 

表-2 使用鋼板の機械的性質 

試験片 
No. 

降伏点 
(N/mm2) 

引張強度 
(N/mm2) 

ヤング係数 
(N/mm2) 

ポアソン比

µs 
伸び率

(％) 

No.1 288.5 436.2 1.90×105 0.283 40.7 
No.2 304.9 459.6 2.00×105 0.278 42.3 
No.3 336.5 477.8 1.98×105 0.278 38.9 
No.4 320.7  465.2  2.10×105 0.297  22.7 

 

表-3 コンクリートの材料試験結果 

(a) 実験供試体CEO-L/5 

材令 圧縮強度 σck 
ヤング係数

Ec 
ポアソン比 引張強度 σct

日 N/mm2 N/mm2  N/mm2 

7 15.6 1.99×104 0.175 1.52 
28 23.5 2.23×104 0.186 1.88 
34* 22.1 2.23×104 0.206 1.94 

表中 *は実験供試体 CEO-L/5の実験実施日  
(b) 実験供試体CEO-L/5-B 

材令 圧縮強度 σck ヤング係数 Ec ポアソン比 引張強度 σct 

(日) (N/mm2) (N/mm2) µc (N/mm2) 

7** 21.0 2.22×104 0.182 - 

14 24.60 2.53×104 0.180 2.06 

28 25.4 2.52×104 0.196 2.32 

表中 **は実験供試体 CEO-L/5-Bの実験実施日 

ひずみ 

応
力
 (N

/m
m2 ) 

表-4 各種座屈パラメータ 

供試体名 RR RF RS γs/γs* λ  
t3.2-01 
t3.2-02 0.595 0.583 0.434 1.100 - 

CEO-L/5 0.619 0.484 0.605 1.849 0.395 
CEO-L/5-B 0.631 0.494 0.598 1.731 0.402 
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(1) 曲げ載荷実験に用いる実験供試体 

 箱形断面梁部材に対する座屈拘束ストラットの設置効

果を検討するために，図-8 および図-9 に示すフラン

ジ・プレートに 1本の縦補剛材を有する薄肉補剛断面梁
を対象とする．2 体の実験供試体を製作し，4 点曲げ載
荷試験を行う．載荷点間 460 mmであり，断面の外寸は
200×100 mmで，フランジ・プレートの板厚は 3.2 mm，
ウェブ・プレートの板厚は 6 mmである．なお，実験供
試体 t3.2-02の内部には，20×88×6 mmの平鋼板からなる
座屈拘束ストラットを断面中央に計 3箇所配置している．
ストラットの形状寸法は，ストラットには軸方向力のみ

発生すると仮定し，FEM解析で算出したバネ定数 11）を

参考に，ストラットが座屈しないよう十分な剛性を有す

るストラット断面を設計した． 
 
(2) 漸増繰返し水平変位載荷実験に用いる実験供試体 

一定な軸方向荷重を載荷した状態で，繰返し水平変位を

漸増させる漸増繰返し水平変位載荷実験には，高さ約 8 
m，断面寸法約 2×1.4 mの箱形断面の T型鋼製橋脚柱を
対象とし，その約 1/5の縮小模型である図-10 に示す 2
体の実験供試体を用いた（柱の断面図は図-1参照）．  

また，実験供試体には，橋脚高さ L（L：橋脚下端か
ら水平荷重の作用位置までの距離）の 1/5までコンクリ
ートを充填した． 
実験供試体 CEO-L/5-Bには，充填コンクリートの直上

の鋼断面に，高さ方向にはダイアフラム間を 3等分する
位置で縦補剛材間を連結するように，2 章および文献
11）の結果を参考にして座屈拘束ストラット自体が座屈
しないような断面を有する座屈拘束ストラット（φ22 
mmの丸鋼）を設置している．座屈拘束ストラットの設
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 (a) 実験供試体CEO-L/512) 
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(b) 実験供試体CEO-L/5-B 

図-10 実験供試体の概要 

（漸増繰返し水平変位載荷実験，寸法単位：mm） 

1200

20
0

5030010030010030050

666 6 6 6

47 6 294 6 2946 6 6 294 6 47

66 3.2

44 6 44 44 6 44

 
 (a) 実験供試体 t3.2-01 
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 (b) 実験供試体 t3.2-02 
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(c) 実験供試体 t3.2-02の側面図 

図-8 実験供試体の概要（曲げ載荷実験，寸法単位：mm） 
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(a) 実験供試体 t3.2-01 
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(b) 実験供試体 t3.2-02 

図-9 実験供試体の断面図 
（曲げ載荷実験，寸法単位：mm） 
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置効果は，コンクリートを L/5まで充填した鋼断面供試
体CEO-L/512)を基準にして考察する． 
 
 
５．曲げ載荷実験 

 

(1) 実験終了後の崩壊状況 

 図-11 には，実験終了後の崩壊状況を示す．座屈拘束

ストラットを設置しない実験供試体 t3.2-01には，補剛板
パネル全体の座屈変形が生じている．一方，座屈拘束ス

トラットを配置した t3.2-02には，補剛板パネル全体の座
屈変形の発生は観察されず，ストラットの設置位置，お

よび縦補剛材を節とした縦補剛材間の板パネルの座屈が

発生している．  
 
(2) 水平荷重-水平変位関係 

 図-12には，各実験供試体の荷重-変位関係を示す．縦
軸は載荷荷重 Pを降伏荷重 PYで，横軸は鉛直変位δを

降伏変位δYで除している．表-5 には，最大荷重，およ

び初期剛度を示す．初期剛度は，低荷重領域における荷

重-変位関係に対し最小二乗法を適用して算出した． 
図-12 によると，座屈拘束ストラットを配置した実験

供試体 t3.2-02は，実験供試体 t3.2-01と比較して曲げ耐荷
力が 6%向上し，実験終了時までほとんど耐荷力の低下
が認められないことがわかる．これは，実験供試体 t3.2-
01 では，降伏荷重以降で，圧縮フランジに座屈変形が
発生したのに対して，座屈拘束ストラットを配置した実

験供試体 t3.2-02では，補剛板パネル全体の座屈変形は発
生しなかったためである．また，座屈拘束ストラットを

設置しても，断面が降伏するまで曲げ剛度にほとんど影

響を及ぼさないことが確認できる． 
 

(3) 板パネルおよび座屈拘束ストラットの変形 

 図-13 には，スパン中央断面の圧縮を受けるフラン

ジ・プレートの縦補剛材間の板パネル中央の表裏に貼付

したひずみゲージにより計測したひずみと載荷荷重との

関係を示す．同図より，ストラットを設置しない実験供

試体 t3.2-01は，最大荷重時に座屈が生じている．一方，
ストラットを配置した実験供試体 t3.2-02では載荷終了時
までほとんど座屈が発生していないことが確認できる． 
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(a) 実験供試体 t3.2-01           (b) 実験供試体 t3.2-02 

図-13 荷重-ひずみ関係（スパン中央断面圧縮フランジ） 
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図-14 荷重-ひずみ関係 

（実験供試体 t3.2-02，ストラット中央） 

 
(a) 実験供試体 t3.2-01 

(b) 実験供試体 t3.2-02 

図-11 曲げ載荷実験終了後の崩壊状況 
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図-12 荷重-変位関係（t3.2-01および t3.2-02） 

 
表-5 最大荷重および初期曲げ剛度の比較 

実験供試体 最大荷重 Pu 最大荷重時の変位 δu 曲げ剛度

No. (kN) Pu/PY (mm) δu/δy (kN/mm)

t3.2-01 195.97 1.20 13.19 2.62 33.71 

t3.2-02 209.35 1.28 40.23 7.99 33.56 
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 図-14には，荷重と実験供試体 t3.2-02のスパン中央に
配置したストラットのひずみとの関係を示す．同図によ

ると，最大荷重付近までストラットにはほとんど変形が

発生せず，梁全体の変形が大きくなると，降伏ひずみを

若干上回るひずみを計測していることがわかる． 
以上より，座屈拘束ストラットは，補剛板パネル全体

の座屈変形発生の抑制に効果的であり，ストラットの設

置が曲げ剛度に及ぼす影響も小さいことがわかる． 
 
 
６．漸増繰返し水平変位載荷実験 

 
(1) 載荷方法 

図-15に示すように，最大荷重 1,000 kNの定荷重油圧
ジャッキを水平方向に，最大荷重 500 kN でストローク
±15 cmのアクチュエーターを鉛直方向に設置し，それ
ぞれ独立に，または同時に載荷できるように設計されて

いる実験装置を用いた．実験供試体は，横向きの状態で

設置されているため，それぞれ水平荷重を実験供試体に

対する軸方向圧縮力，また鉛直変位を漸増繰返し水平変

位として載荷する．なお，実験供試体は，基部が固定支

持され（実際には，載荷フレームが弾性変形するため，

弾性支持となる），頂部を円筒ベアリングによるピン結

合としている． 
 載荷方法としては，まず，上部構造の死荷重を想定し

て作用軸方向圧縮力 N として鋼断面の全塑性軸方向圧
縮力の 11 %を導入した．つぎに実験供試体頂部には，
地震変位を想定し，±nδY（n=1, 2, ･･･）となるように降
伏水平変位δYを基準に，水平変位マイナス側から繰返

し漸増させて，耐荷力の低下が確認できるまで載荷した．

δYは，基部に充填したコンクリートを無視し，鋼断面

のみと仮定して以下の式(4)を用いて算出した．ここで，
実験供試体 CEO-L/5-Bでは，実験供試体基部に図-16 に
示す測定用枠を供試体基部に取り付け，実験供試体基部

の剛体変形を取り除いたδYを計測している．実験供試

体 CEO-L/5では，実験の実施に先立って，弾性範囲（±
30 kN）における繰返し水平荷重を 3回載荷する弾性実
験を行い，そのデータを参照して，実験供試体基部の剛

体水平変位を含むδYを実験的に算出している．そのた

め，両実験供試体で載荷方法が若干異なる． 

EI
LHY

Y 3

3

=δ    (4) 

L
W

A
NH YY ⎟
⎠
⎞

⎜
⎝
⎛ −= σ    (5) 

ここに，δY：制御に用いた降伏水平変位，EI：曲げ剛
性，L：供試体高さ（1,600 mm），HY：降伏水平荷重，

σY：降伏応力，N：導入した軸方向圧縮力（N=0.11σ

YA），A：鋼断面のみの断面積，W：鋼断面の断面定数 
 
また，この載荷装置では，水平荷重 H による水平変
位δが大きくなると，軸方向圧縮力 N の鉛直方向成分

)/(sin oLN δ⋅ (Lo: 1,000 kN定圧ジャッキの固定間距離）
が，水平荷重 H に加算され，この影響が無視できなく
なる．以下では，この影響を補正した値で評価している． 
 
(2) 実験終了後の実験供試体の崩壊状況 

 図-17 には，載荷終了後，作用水平荷重をゼロまで戻

した状況における崩壊状況を示す． 
実験供試体 CEO-L/5 では，図-17(a)に示すように，供
試体高さの L/5までの充填コンクリート直上に位置する
鋼断面に補剛板パネル全体の座屈が発生した．コンクリ

ートを充填した柱基部には座屈は発生しなかった． 
実験供試体 CEO-L/5-Bでは，充填コンクリート上部の
ダイアフラムと 1段目のストラットとの間の縦補剛材間
の板パネルに局部座屈が発生し，この箇所が主たる塑性

化区間となり板パネルの座屈変形が進行していった．+4
δYに向かう途中 3δY付近で，ストラットを配置した鋼

断面において，縦補剛材間の板パネルに目視できる程度

の局部座屈変形が発生した．+6δYになると，座屈波形

がさらに大きくなり，ウェブ・プレートのコーナ部に近

い縦補剛材間の板パネルにも局部座屈変形が発生した．

しかしながら，実験供試体 CEO-L/5で見られた補剛板パ
ネル全体の座屈は認められなかった（図-17(a)参照）．  
以上より，座屈拘束ストラットを箱断面内側に設ける

ことによって，不利な変形モードである補剛板パネル全

体の座屈変形モードから，ストラット設置位置付近の縦
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C
 L  
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C L 
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図-15 載荷装置の概要（寸法単位：mm） 
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図-16 水平変位の計測方法（寸法単位：mm） 
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補剛材間の板パネルの局部座屈変形モードへ移行できる

ことがわかった．また，今回の実験では，座屈拘束スト

ラットに座屈等の変形は認められなかった． 
 
(3) 水平荷重-水平変位関係 

図-18には，水平荷重-水平変位曲線を示す．縦軸は降
伏水平荷重 HYで，横軸は降伏水平変位δYで，それぞれ，

無次元化している．表-6には，図-18から得られた塑性

率μu，μ95，ならびに終局強度を比較して示す．塑性率

μuおよびμ95は，終局水平荷重時の水平変位δu，およ

び終局水平荷重以降で荷重が終局時から 95 %まで低下
したときの水平変位を，それぞれ，降伏水平変位δYで

除して算出している．  
コンクリートを柱高さ Lの 1/5まで充填した実験供試
体 CEO-L/5は，補剛板パネル全体の座屈変形が発生した
ため，繰返し変位を初めに与えた変位マイナス側では，

塑性率μuは 3.52，μ95は 4.73（=1.34μu ）であった． 
実験供試体 CEO-L/5に座屈拘束ストラットを追加した
実験供試体 CEO-L/5-Bでは，塑性率μuは 2.95とやや低
下したが，μ95は 4.24（=1.44μu ）となった．また，終局

強度は，ストラットを設置する場合が設置しない場合よ

りも，変位マイナス側で約 16 %低下している．これは，
発生する座屈変形モードの違いによって，ストラットを

設置した CEO-L/5-Bでは充填コンクリート直上の鋼断面

が，ストラットを設置しない CEO-L/5ではコンクリート
充填断面の上方の断面が強度を決定する断面となるため

である．また，今回設定した座屈拘束ストラットの配置

パターンでは，座屈損傷がストラットを配置した断面区

間に集中したものの，最大荷重後の耐荷力の低下は，ス

トラットを設置する方が緩やかであることが確認できる．  
今後，より適切なストラットの配置位置やストラット

を変形させる方法など，改善の余地は残しているものの，

座屈拘束ストラットの設置は，耐荷力の上昇を伴わずに

補剛板の座屈変形モードが改善できるとともに，耐荷力

の急激な低下の防止に有効であることがわかった． 
 
 
７．まとめ 

 
 本研究では，薄肉補剛板構造からなる箱形断面部材の

耐荷力と変形性能に著しい影響を及ぼすと考えられる補

剛板パネル全体の座屈変形モードの発生を防止すること

を目的として，座屈拘束ストラットを縦補剛材位置で両

フランジ・プレートを繋いで設置する方法を提案した．

このストラットの有効性を，数値解析，曲げ載荷実験，

および繰返し載荷実験により検討した．得られた結果は

以下の通りまとめられる．  
1) 一方向に水平変位を漸増させる単調載荷解析の結果，
座屈拘束ストラットを設置すると，補剛板パネル全

体の座屈変形が防止でき，縦補剛材間の板パネルの

座屈変形のみに限定できることがわかった．また，

ストラットの設置が，柱部材の耐荷力および曲げ剛

性に及ぼす影響はほとんど認められなかった． 
2) 薄肉補剛箱形断面梁を用いた曲げ載荷実験からも，

-5 0 5
-2

-1

0

1

2

CEO-L/5-B
CEO-L/5

H
/H

Y

δ/δY  

図-18 作用水平荷重-水平変位関係 

 

表-6 塑性率および終局強度 
μu μ95 μu μ95 Hu/HY 供試体名 

δ< 0 δ> 0 δ< 0 δ> 0 
MY 

 (kN･m)
δY 

(mm)
CEO-L/5 -3.52 -4.73 3.41 4.39 -1.83 1.86 156.7 10.26

CEO-L/5-B -2.95 -4.24 3.92 4.98 -1.53 1.73 169.8 9.22 

 

 
(a) 実験供試体CEO-L/5 

 
(b) 実験供試体CEO-L/5-B 

図-17 漸増繰返し水平変位載荷実験終了後の崩壊状況 
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座屈拘束ストラットは，補剛板パネル全体の座屈変

形発生の抑制に効果的であり，ストラットの設置が

曲げ剛性に及ぼす影響は小さいことがわかった． 
3) 複数の縦補剛材を有する薄肉補剛箱形断面柱に，繰
返し水平変位を漸増させる繰返し載荷実験の結果，

座屈拘束ストラットを設置すると，耐荷力の上昇を

伴わずに補剛板の座屈変形モードが改善できるとと

もに，耐荷力の急激な低下の防止に効果が認められ

ることがわかった．これは，不利な変形モードであ

る補剛板パネル全体の座屈変形からストラット設置

位置付近の縦補剛材間の板パネルの局部座屈変形へ

移行できるためであることが確認できた．なお，今

回の実験では，座屈拘束ストラットに変形は認めら

れなかった． 
4) 座屈拘束ストラットの設置は，耐荷力の上昇を伴わ
ずに補剛板の座屈変形モードが改善できるとともに，

耐荷力の急激な低下の防止に有効であることがわか

った． 
 
本研究では，数値解析において，縦補剛材は梁－柱要

素によりモデル化した．より正確な座屈拘束ストラット

の設置効果の評価に必要な，板要素を用いて縦補剛材の

モデル化し，さらに繰返し荷重が作用する場合を対象と

した数値解析の実施が必要であり，今後の検討課題であ

る．  
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STUDY ON EFFECT OF INTERNAL STRUTS PREVENTING OVERALL 
BUCKLING OF STIFFENED PLATED PANELS ON DUCTILITY OF THIN-

WALLED BOX COLUMNS 
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Masahide MATSUMURA, Toshiyuki KITADA,  
Yoshihiko TAKADA and Hidenao HAYASHI 

 
   Bracing members are widely used in rigid framed structures in steel buildings to increase the ductility 
performance and to avoid the serious damage of them. The overall buckling of stiffened plates arises a 
severe damage to the thin-walled steel columns. Proposed in this paper is a strengthening technique to 
prevent the overall buckling of the stiffened plates of steel columns with box cross section by adding 
internal struts into the box cross section. 
   The strengthening effect of the internal struts for the stiffened plated column member is verified 
through analytical and experimental approaches. 
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